[bookmark: _Hlk212471791]
（調達様式第11号）
一般競争入札参加申請書

令和　　年　　月　　日

[bookmark: _Hlk60236981]長崎県知事　大石　賢吾　様

	　
	登録番号
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	　
	　






所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　－　　　　　－　　　　　

ＦＡＸ番号　　　　　　　－　　　　　－　　　　　


一般競争入札に参加したいので下記のとおり申請します。

記

１　入札案件
[bookmark: _Hlk88812235][bookmark: _Hlk185842444][bookmark: _Hlk185000135][bookmark: _Hlk212473163]　　調達物品名　　　７港第181号　長崎港コンテナヤードストラドルキャリア

２　指名停止の有無
　　(1) 本入札案件の入札公告日から本申請書の提出日までの間において、国、地方公共団体、特殊法人等から

指名停止期間中で　ある　・　ない　（※いずれかを○で囲むこと）

　　　(2) 指名停止期間中で「ある」場合、その機関名及び期間
　　　　　・機関名　　
　　　　　・期　間　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日
※指名停止の通知文書の写しを添付すること。

　　　(3) 本申請書提出後、令和８年１月15日までの間に、国、地方公共団体、特殊法人等から指名停止を受けた場合は、直ちに別添「指名停止に関する報告書」により報告します。

注　特殊法人等とは、法律により直接に設立された法人若しくは特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人（総務省設置法（平成11年法律第91号）第４条第１項第８号の規定の適用を受けない法人を除く。）、特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する法人、独立行政法人（独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政法人をいう。）、地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人及び同条第２項に規定する特定地方独立行政法人をいう。）、地方公営企業（地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第２条第１項に規定する地方公営企業をいう。）又は長崎県の出資団体をいう。


（別添）

指名停止に関する報告書

令和　　年　　月　　日

　長崎県知事　大石　賢吾　　様

	　
	登録番号
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	　
	　




所在地
商号又は名称
代表者職氏名


当社は、「７港第181号　長崎港コンテナヤードストラドルキャリア」の一般競争入札参加申請書提出後、令和８年１月15日までの間に、下記のとおり指名停止を受けましたので報告します。
　なお、指名停止の内容は別添のとおりです。

記

指名停止機関名　　

指名停止期間　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日









注１　この報告書は、一般競争入札参加申請書提出後に、国、地方公共団体、特殊法人等から指名停止を受けた場合、令和８年１月15日までに、長崎県出納局物品管理室に提出すること。
注２　指名停止機関（国、地方公共団体、特殊法人等）から通知された指名停止の文書の写しを添付
すること。

[bookmark: _Hlk60240121]
（調達様式第11号）記入例

一般競争入札参加申請書

令和　　年　　月　　日登録番号を記入してください
（右詰め）


長崎県知事　大石　賢吾　様

	　
	登録番号
	　
	　△
	　△
	　△
	　△
	　

	
	
	
	
	
	
	
	△
	△






所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

商号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
押印は不要です

担当者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　－　　　　　－　　　　　

ＦＡＸ番号　　　　　　　－　　　　　－　　　　　


一般競争入札に参加したいので下記のとおり申請します。

記

１　入札案件
　　調達物品名　　　〇〇〇〇〇〇〇〇〇
「ある」の場合、入札に参加できない場合があります。

２　指名停止の有無
　　(1) 本入札案件の入札公告日から本申請書の提出日までの間において、国、地方公共団体、特殊法人等から

指名停止期間中で　ある　・　ない　（※いずれかを○で囲むこと）

　　　(2) 指名停止期間中で「ある」場合、その機関名及び期間
　　　　　・機関名　　○○○○○○○○○○○○
　　　　　・期　間　　○○年○○月○○日　～　○○年○○月○○日
※指名停止の通知文書の写しを添付すること。

　　　(3) 本申請書提出後、令和　年　月　日までの間に、国、地方公共団体、特殊法人等から指名停止を受けた場合は、直ちに別添「指名停止に関する報告書」により報告します。

注　特殊法人等とは、法律により直接に設立された法人若しくは特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人（総務省設置法（平成11年法律第91号）第４条第１項第９号の規定の適用を受けない法人を除く。）、特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する法人、独立行政法人（独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政法人をいう。）、地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人及び同条第２項に規定する特定地方独立行政法人をいう。）、地方公営企業（地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第２条第１項に規定する地方公営企業をいう。）又は長崎県の出資団体をいう。


（調達様式第６号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


質問書


港湾課長　様　

	　(申請者)　
	登録番号
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	　
	　




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
担当者

　　下記案件につきまして質問しますので、回答をお願いします。


１　入札名　　　７港第181号　長崎港コンテナヤードストラドルキャリア

2　質問内容









（調達様式第９号）

	


委任状

令和　　年　　月　　日

長崎県知事　大石　賢吾　様


　　　　　　　　　　　　　　委任者　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

今般下記の者を代理人として定め、次の権限を委任いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


（委任事項）

入札名　　７港第181号　長崎港コンテナヤードストラドルキャリア

の入札及び見積に関する一切の権限




（注）代表者の印影は、必ず長崎県へ届出済の印影と同一であること。
　　　代理人の印影は、必ず入札（見積）書の印影と同一であること。



（調達様式第８号）（郵送入札用・代理人の記名押印は不要）

入札書


令和　　年　　月　　日
（入札金額を記入した日）

長崎県知事　大石　賢吾　様


　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　 ㊞




　　下記のとおり入札いたします。
記
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円


　　　　※金額の頭部に￥を付けること

１．入札番号　７港第181号　長崎港コンテナヤードストラドルキャリア
２．納入期限　令和11年３月23日
３．納入場所　長崎港小ヶ倉柳ふ頭コンテナヤード（長崎県長崎市小ヶ倉町３丁目）


備考
１　入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の100/110に相当する金額を記載すること。
２　金額は、アラビア数字を用い、訂正又は抹消することはできないこと。




（調達様式第８号）

入札書


令和　　年　　月　　日


長崎県知事　大石　賢吾　様


　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　 ㊞

　　（代理人による入札の場合は代理人氏名）　　　　　　　　　　　　　 ㊞


　　下記のとおり入札いたします。
記
	拾億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	拾
	円


　　　　※金額の頭部に￥を付けること

１．入札番号　７港第181号　長崎港コンテナヤードストラドルキャリア
２．納入期限　令和11年３月23日
３．納入場所　長崎港小ヶ倉柳ふ頭コンテナヤード（長崎県長崎市小ヶ倉町３丁目）


備考
１　入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の100/110に相当する金額を記載すること。
２　金額は、アラビア数字を用い、訂正又は抹消することはできないこと。



